




































































































日本学術会議だより .No.15 

「ヒト・ゲノム・プロジェクトの
推進について（勧告）」を採択

平成元年11月 日本学術会議広報委員会

日本学術会議は，去る10月18日から20日まで第 108回総会（第14期4回目の総会）を開催しました。今回の日本学術会

議だよりでは，その総会で採択された勧告を中心に，同総会の議事内容等について，お知らせいたします。

日本学術会議第108回総会報告

第108回総会の主な議事概要は次のとおりであった。

第1日 (10月18日）の午前。まず，会長から，前回総会
以後の経過報告が行われ，続いて，各部・委員会の報告が

行われた。さらに，今回総会に提案されている 3案件につ

いてそれぞれ提案説明がなされた後，質疑応答が行われた。

第 1日の午後。各部会が開催され，午前中に提案説明さ

れた総会提案案件等の審議が行われた。

第2日 (10月19日）の午前。前日提案された案件の審議

・採決が順次行われた。

まず，第 7部の専門別の会貝定数の変更並ぴに同部世話

担当の研究連絡委貝会の再編成（統合3件，分割 2件，新

設1件，名称変更6件）を内容とする，会則の一部改正が

採択された。

続いて，第4部及ぴ第 7部の「会員の推薦に係る研究連

絡委員会」の指定の変更を内容とする，関係規則の一部改

正が採択された。

これらの改正は，具体的には第15期からの組織・活動に

係るものである。

さらに，生命科学と生命工学特別委員会の提案による「ヒ

ト・ゲノム・プロジェクトの推進について（勧告）」が採択

された。なお，この件の審議の際には，研究成果公開の原

則とプライバシー保護等の問題，「プロジェクト・チェ ック

機構（仮称）」の果たす具体的役割等について，討議が行わ

れた。この勧告は，同日午後直ちに内閣総理大臣に提出さ

れ，関係省庁に送付された（この勧告の詳細は，別掲参照）。

また，本総会においては，会長から， 日本学術会議の移

転問題に関し，前回総会以降の主な動きとして，①去る 8

月「国の行政機関等移転推進連絡会議」において，本会議

の移転先が横浜市「みなとみらい21地区」となったこと，

②これに対し三役及び運営審議会のとった対応，などにつ

いて報告があった。種々質疑応答が行われた後，これまで

の三役及ぴ運営審議会の対応については，基本的な了承が

なされた。また，今後の移転に関する諸問題については，

当面，三役及ぴ運営審議会にその処理を一任することで了

承された。

第2日の午後。「地球環境問題」について，活発な自由討
議が行われた（この自由討議の詳細は、別掲参照）。

第3日 (10月20日）午前には各常置委員会が，午後には

各特別委員会が，それぞれ開催されさ。

ヒト・ゲノム・ブロジェクト
の推進について（勧告）

（勧告本文）

ヒト・ゲノムの全DNA塩基配列決定を主たる目標とする

ヒト・ゲノム ・プロジェクトは，関連諸分野の学術研究に

極めて大きなインパクトを与えると期待され，我が国とし

て早急かつ重点的に推進すぺきである。

そのためには，ヒト・ゲノム・プロジェクト推進組織（仮

称）を設け，基本計画の立案，実施計画の策定，省庁間な

どの協議，国際協力，データ・ベースとレポジトリーの整

備などを総合的に行うべきである。

また，この推進組織との緊密な連携のもとに，研究計画

の実施に伴う社会的，法律的及ぴ倫理的諸問題を客観的か

つ公正に判断するとともに，これらの諸問題に適正に対処

することを目的とするプロジェクト・チェック機構（仮称）

を設立し全体として調和のとれた施策を進める必要がある。

よって， 日本学術会議は我が国における本プロジェクト

の推進を図りそのために必要な措置を講ずるよう勧告する。

（説明） ［要旨］

1 ヒト・ゲノム・プロジェクトは，人類の遺伝情報の解

読と遺伝子機能の解明を目指した研究計画であり，早急

かつ重点的に推進すぺきである。このプロジェクトによ

って生命科学等の領域の技術開発が進めば，人類福祉に

貢献することは疑いない。

2 ヒト・ゲノム・プロジェクトを推進するために，ヒト

・ゲノム・プロジェクト推進組織（仮称）を設置する。

その主たる目的は勧告本文のとおりである。

この組織は，研究の進展に弾力的に対処できるものと

し，具体的問題の処理のため委員会等を設ける。運営に

当たっては個々の研究者とその集団の自主性を最大限に

尊重すぺきである。

3 このプロジェクトの実施に伴って生じる社会的，法律

的及ぴ倫理的諸問題に適切に対処するために，プロジェ

クト・チェ ック機構（仮称）を設立する。その主たる目

的は，検体提供者の保護のための基準を作成すること，

情報の管理，研究計画と成果の一般への公開の基準を作

成すること，知的所有権問題についての方針を作成する

こと，研究成果の応用段階における倫理的問題について

の指針を作成することであり，目的達成のための必要な

権限が与えられるぺきである。
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総会中の自由討議ー地球環境問題一

本会議総会中の重要な行事である，自由討議が，総会2

日目の10月19日の午後 1時から 3時間にわたって開催され

た。この総会中の自由討議は，会員のための一種の勉強会

で，その時々の学術上の重要課題を取り上げて行われてい

る。今回は「地球環境問題」という課題のもとに行われた。

自由討議は，渡辺格副会長の司会のもとに， 5入の会員

による意見発表があり ，さらにこれらの意見発表をもとに

会員間で活発な討議が行われた。

今回の自由討議の概要は次のとおりである。

[ 5人の会員による意見発表］
まず，近藤次郎第 5部会員から， 9月の「地球環境保全

に関する東京会議」の出席報告として，①環境保全と発展

途上国の資源開発，産業振興等との関わりについての討議

状況，②ソ連における環境問題，③大気中の炭酸ガスの増

加に伴う温暖化による地球環境への影響に関する注目すべ

き研究結果の発表等について紹介があった。

次に，吉野正敏第 4部会員から，「環境」というもののと

らえ方，考え方について，人文・社会科学的な立場からの

例をも引いて意見が述べられ，また， IGBPについて，同計

画は，様々な環境問題を基礎科学分野としてとらえるもの

であり，その実施の結果，直ちに，環境問題か全て明らか

になるものではない等の発言かあった。

次いで，大谷茂盛第 5部会員から，同会員が委員長を務

めている化学工学研究連絡委員会が新たに提唱した「地球

生態工学」に関し，提唱に至った経緯及びその学問内容等

について説明かなされるとともに，この件に関連する，関

係学会及び関係省庁における動きについて説明が行われた。

続いて，大島康行第4部会員から，生物界と地球環境と

の関わりについて，①生物を媒介にした人間への影響の問

題をどう捉えるかが，地球環境問題を考えていく上で非常

に重要な観点である。②環境汚染が生物資源に与える影響

は非常に大きく，様々な問題を生じ，結局，これが人間に

はねかえってくる等の発言があっ た。

最後に稲田献ー第 3部会員から，経済活動特に生産活動

あるいは技術革新と環境問題との関わりについて意見が述

べられ，環境問題を考える際には，人間社会が様々な技術

をどのように使用するかという，人間社会の仕組みの問題

が最も重要な問題である等の発言があった。

［討議］

5人の会員による意見発表の後行われた討議では，第 1

部から第 7部まですべての部にわたる20人を超える会員よ

り，それぞれ専門の立場から活発な発言がなされた。

この討議の中で述べられた意見は多岐多様にわたったが，

その主なものを項目にして列挙すると，「コジェネレーショ

ンによるエネルギーの有効利用」，「IGBPへの人文・社会科

学の関わり方」，「海洋と環境問題」，「畜産廃棄物の処理問

題」，「微生物利用による都市河川，下水の浄化システム」，

「環境問題と人間性との関わり」，「環境問題に対する学術

会議の体制及び取り組み方」，「地球環境に関する国際協力

事業についての学術会議が果たすべき役割」等であった。

なお，この総会の自由討議の内容については，後日， 日

学双書として出版される予定である。

「委員会報告」 3件を発表

本会議では，その意思の表出の形態の一つとして，各部

•各委員会がその審議結果をとりまとめたものを，総会又

は運営審議会の承認を得て，外部に発表する「報告」（通称

「対外報告」と言っている。）というものがある。 I 

この日本学術会議だよりでも，今までに，この対外報告

を紹介してきたが，今回，最近発表されたもののうち，ま

だ紹介していない 3件を，次に紹介する。

電子工学の体系化に向けて一電子・通信工
学研究連絡委員会報告（要旨）

電子工学はそれを基礎にした通信工学や情報工学，制御

工学などの急激な進展に伴って，これらの技術分野・工学

分野の相互関係が極めて複雑になって来ているので，電子

工学の学問 ・技術体系の根幹，電子工学の基盤となってい

る方法論，通信工学，情報工学等の応用工学とのかかわり

を明らかにするために方法論的体系化を試みた。

即ち電子工学を共通基礎理論，基礎電子工学，電子デバ

イス・回路工学，電子装置・システム工学，応用分野と階

層化し，さらに「集積回路」と「光エレクトロニクス」が

電子工学の中心分野を形成しつつある重要な技術領域であ

るとの認識に立ち電子工学の技術要素と通信工学，情報工

学との相互関連を検討した。

また電子工学体系の範囲を大学学部での教育対象分野お

よび大学院での教育を含む研究対象分野に分類した。

「国際防災の十年」一災害科学研究者からの
提言一災害工学研究連絡委員会報告（要旨）

1987年，第42回国連総会で決議された「国際防災の十年」

(IDNDR)のスタートがいよいよ迫ってきた。行政レベル

では，内閣総理大臣を本部長とする推進本部が設けられて

いるが，この実施には科学者，研究者の各専門領域からの

積極的な関与か不可欠である。国連決議に先立ち，災害エ

学研究連絡委員会ではこの活動の支持を表明し，またその

後も米国アカデミーや国連諸機関の活動に協力してきたか，

スタートに当たり，わが国の関係科学者，研究者のなすべ

き，あるいは行う得る事柄を提言という形で表明したもの

である。その内容は，①「国際防災の十年」で何をするのか，

②国際共同研究の展開，③基礎研究の推進，④「国際防災の

十年」の実現に向けて，より成っている。今後はその実現

に向けて積極的な運動を進めていきたい。

電圧，抵抗および温度の維持方式の
1990年1月1日からの変更について一
標準研究連絡委員会報告（要旨）

第77回国際度量衡委員会 (1988年10月開催）は，電圧，

抵抗の各標準の維持方式の変更と，温度目盛の変更の 3つ

の勧告を採択し， 1990年初頭からの実施を求めた。この変

更を国内に事前に周知するため，関心の高い 9学会に，勧

告の要旨を掲載した。以下に勧告の骨子を記す。

電圧標準はジョセフソン効果で実現し，電圧周波数係数

をKJと記号し，その値を483597. 9 GHz/Vと定義した。抵抗
標準は量子ホール効果で実現し，量子化ホール抵抗をRKと

記号し，その値を25812. 807 Qと定義した。温度スケール

は， IPTS-68に変わり， ITS-90(1990年国際温度目盛）を定

義した。変更は多岐に亘るので，詳細は関連学会誌を参照

されたい。

以上の変更により，電磁気計測の精度と国際的整合性が

著しく改善され，温度計測の熱力学温度との一致と低温域

への拡張が達成される。

御意見•お問い合わせ等がありましたら，下記ま

でお寄せください。

〒106東京都港区六本木7-22-34 
日本学術会議広報委員会 電話03(403)6291
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公開講演会盛会裡に終了

平成2年2月 日本学術会議広報委員会
が吟吟年ゲゲゲゲゲ吟ゲゲ→ゲ吟が吟が少吟ゲゲゲゲが吟吟吟→ゲ吟が

日本学術会議は，平成元年度に主催の公開講演会を 3回開催しました。今回の日本学術会議だよりでは，その公開講演

会の概要に加えて．本会議が実施している国際的活動などについて．お知らせいたします。

がゲや吟ゲゲ→→が少→→少吟吟ゲゲ吟ゲゲーゲゲ吟吟ゲがゲがゲ吟ゲゲ

日本学術会議主催公開講演会

本会議では，科学の向上発達を図 り，行政， 産業及び国

民生活に科学を反映浸透させるという本会議の設置目的に

沿うための活動の一環として．毎年，公開講演会を開催し

ている。この講演会は． 本会議会員が講師となり， 学術的

香気か高く，かつ，時宜にかなったテーマを選定して開催

している。

今年度も 3回の公開講演会を開催したので．その概要を

以下に紹介する。

I.公開講演会 r人間は地球とともに生きられるか」
標記講演会は，去る平成元年10月27日（金） 13時30分ー

17時に，本会議講堂で約 280人の参加を得て開催された。

最初に，吉野正敏•第 4 部会員（筑波大学地球科学系教

授）が，「地球の温暖化とその影響」と題して，大気中の

二酸化炭素とフロン ・メタンなどの増加による気温の上昇

に伴う， 農林水産業をはじめ人間の社会経済にもたらす大

きな影響などについて述べた。

続いて，久馬一剛 ・第6部会員（京都大学農学部教授）

か，「地球環境と農業のかかわり」と題して，．人口の増加，

消費水準の向上などか世界中で農業そのものの変貌を余儀

なくしており，その中で土壌侵食や塩類化などによる生産

カの退化（砂漠化）や，水質汚濁・土壌汚染などを引き起

こしていることを指摘し，農業のあるべき姿について述べ

た。

最後に，藤井隆 • 第 3 部会員（名古屋大学経済学部教授）

が，「地球環境の経営と人間社会の発展」と題して，地球

環境の経営は，地球環境の科学的研究に加えて，人間社会

の運行との相関についての研究が必要であることを指摘し，

人間社会の持続的発展を考えていくための視点について述

べた。

I．公開講演会「｀人権の歩み”から何を学ぶかーフランス
人権宣言200年を記念して一」
標記講演会は，去る平成元年11月18日（土） 13時30分ー

17時に．本会議講堂で約 250人の参加を得て開催された。

最初に．弓削達•第 1 部会員（フェリス女学院大学長）
が．「 Ì人権’'以前の世界」と題して，人権思想のなかった

ギリシャ・ローマ時代における人権思想の萌芽とも言うべ

きものについて．同時代の一哲学者の奴隷等をめ ぐる精神

的苦闘を例にとって述べた。f

次いで，大石嘉一郎•第 3 部会員（明治学院大学経済学

部教授）が，「近代日 本の人権思想ー自由民権運動の人権

論を中心に一」と題して，主として，明治時代の自由民権

運動における人権論について．その特徴，特徴の起因とな

った当時の社会的条件．それが与えた影響などについて述

べた。

続いて，杉本大一郎・第4部会員（東京大学教養学部教

授）か｀．「科学技術と人権」と題して，近年の著しい科学

技術の発展によってもたらされた，広い意味での「人権と

自由」の様々な様相について，それらの事情と問題点など

について述べた。

最後に，南博方•第 2 部会員(-橋大学法学部教授）か，

「人権の進化と創造」と題して，現在までの人権の進化の

跡を回顧するとともに，最近における人権立法や人権思想

を紹介しながら，今日生成しつつある現代刑の新しい人権

について述べた。

圃．公開譜演会「くらしと学問の近未来一これからのくら

しと学問＿」

標記講演会は，去る平成元年12月8日（金） 13時～17時

に，仙台市の勾当台会館で約70人の参加を得て開催された。

この講演会の開催に当たっては，東北大学．宮城県教育

委員会．仙台市教育委員会，河北新報社の後援を受けた。

最初に，藤咲逼•第 7 部会員（東北大学名誉教授）か，

「長寿社会の条件一長生きを支える医学と医療」と題して．

健康を阻害する危険や長生きできるための条件を充足する

には厳しい現実かあることを指摘し．長生きを支える医学

と医療にとっての問題点を指摘し，それらの解決策につい

て述べた。

続いて．澤登俊雄•第 2 部会員（国学院大学法学部教授）

が．「犯罪現象への多様な接近」と題して．犯罪抑止や犯罪

者の社会復帰などのための施策の推進には犯罪や犯罪者を

つくりあげていくプロセスの分析など多様な視点からの検

討か不可欠であることなどについて述べた。

最後に，上飯坂責 ・第6部会員（東京農業大学農学部教

授）か．「森とむらと都市の共生」と題して．健全な森林

づくりのために都市の住民と山村の住民が連帯することは，

新しい人間尺度の文化の創造につながることを， 日本と外

国との場合を対比させて述べた。

（なお，これらの講演会の講演要旨は，「日学双書」とし

て，（財）日本学術協力財団から出版されます。）
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地球環境問題における工学研究の

在り方についてー第5部報告

このたぴ．本会議の第 5部は．標記報告をとりまとめ．

本会議運営審議会の承認を得て公表した。

（要 旨）

近年における人間活動の大規模化は、地球環境に急速な

変化をもたらし，その変化が人類の生存甚盤そのものさえ

も脅かすようになってきた。そのため．次の世紀に向けて

人類が総力を上げて取り組むべき．極めて重要かつ緊急の

課題として地球環境問題が広く国際的な関心を集めている

のは周知のとおりである。

元来，この問題は．時間的にも空間的にも極めてスケー

ルが大きく．かつ．気圏．水圏．地圏及び生物圏全体にわ

たる相互干渉の結果として現れるものだけに．対応策を選

択するに当たって．従来とは異なった長期的，学術的かつ

国際的視野に立ち．持続的に取り組む必要がある。また．

局所的な現象に目を奪われた一時的な対応や規制ではなく．

地球全体における持続的な発展という観点から．地球を一

つのシステムとして捉え． 自然環境と人間活動とをいかな

る価値観に基づいて調和させていくぺきかという視点から．

総合的に取り組むべき問題である。

地球環境問題が人間活動の結果として現出したことを考

えると．今なすぺきことは，地球環境に配慮した健全な人

間活動のために新しい工学的基準を導入するなどにより．

人間活動と地球環境の調和に役立つ広く新しい学問領域を

創出することである。

それは，地球環境と人間活動とを総合して一つのシステ

ムとして捉え．そこにおける物質・エネルギー循環 ・エネ

ルギー収支のあるべき姿を定量的に評価できる手法を開発

し，人類が生存し得る新しい技術体系を構築する学問領域

である。このような地球システムの工学を「地球システム

工学」と呼ぶことにする。

このような新たな学問領域創出と新たな技術体系確立の

ためには，既往の学問分野からの協力により速やかに研究

体制を構築する必要がある。このためには，当面，研究プ

ロジェクトを設定することにより強力な研究推進を行う必

要がある。我が国がかかる学問領域を率先して創造し，国

内外の研究者とともに地球環境問題解決に取り組むことは，

研究開発力，技術力に対する海外の期待というものを考え

た時，我が国の責務と考えられる。

平成2年(1990年）度共同主催国際会議

本会議は，昭和28年以降おおむね4件の学術関係国際会

議を関係学術研究団体と共同主催してきたが、平成 2年

(1990年）度には， 2件増えて，次の 6国際会議を開催する。

■国際土壌科学会議
開催期間平成2年8月12日～18日

開催場所 国立京都国際会館（京都市）

参加者数国外1,000人，国内500人，計1,500人

共催団体 （社）日本土壌肥料学会

■第22回国際応用心理学会議
開催期間平成2年 7月22日～27日

開催場所 国立京都国際会館（京都市）

参加者数国外450人，国内550人，計1,000人

共催団体 日本心理学会J

●第15回国際微生物学会議

開催期間平成2年 9月13日～22日

開催場所 大阪城ホール外（大阪市）

参加者数国外2,000人，国内3,500人．計5,500人

共催団体 日本微生物学協会

●第11回国際数学連合総会及ぴ第21回国際数学者会議

開催期間平成2年8月18日～29日

開催場所 神戸国際会議場（神戸市）外

参加者数国外1,500人，国内2,000人，計3,500人

共催団体 （社）日本数学会外6学会

●第11回国際神経病理学会議

開催期間平成 2年 9月2日～ 8日

開催場所 国立京都国際会館（京都市）

参加者数国外600人、国内900人，,l-f・l,500人

共催団体 日本神経病理学会

●第5回国際生態学会議

開催期間平成2年8月23日～30日

開催場所 横浜プリンスホテル（横浜市）

参加者数 国外900人，国内1,000人， ,ltl,900人
共催団体 日本生態学会

二国間学術交流事業

日本学術会議では，二国間学術交流事業として，紺年 2

つの代表団を外国に派遣し，各訪問国の科学者等と学術 l••

の諸問題について意見交換を行って，朴lTi．埋解の促進を図

る事業を行っている。

平成元年度には．①10月25日から11月4日まで，イタリ

ア及ぴスイスヘ，渡邊格副会長以下 5名の会員から成る代

表団を，②12月4日から 12日まで，インドヘ．大石泰彦副

会長以下6名の会員から成る代表団をそれぞれ派逍した。

イタリア及ぴスイス派遣代表団は、 イタリアでは． イタ

リア学術研究会議．大学 ・科学技術研究省．ローマ大学，

ローマ日本文化会館など，スイスでは， スイス学術会議，

連邦内務省教育・科学局，スイス科学財団．ペルン大学，

チューリ ッヒ大学などを訪問した。

各訪問先では．関係者との間で．それぞれの国の学術研

究体制や科学技術政策などをめぐって意見交換が行われた

が．特に，イタリアでは．研究行政の一本化を図るために，

大学を文部省の管轄からはずして．大学・科学技術研究省

を設置していることについて， また． スイスでは．連邦政

府とともに，強い権限を持つ小卜1政府か存在する同国の行政

の仕組みと学術行政との関連について，それぞれ熱心に店・：

見の交換がなされた。

インド派遣代表団は，インド国家科学アカデミー、科学

産業研究会議，計画委員会．科学技術庁．ネルー大学．デ

リー大学． タタ基礎研究所などを訪問した。

各訪問先では．関係者との間で，科学技術伽輿方策J奴ぴ

両国間の今後の積極的な学術交流などをめぐって意見交換

が行われ，また，政変の直後ということもあって，選挙の

話から，経済力の向上，中産階級の対進などの政治，経済

の問題などについて熱心に意見の交換がなされた。

御意見•お問い合わせ等がありましたら、下記ま
でお寄せください。

〒106東京都港区六本木7-22-34
日本学術会議広報委員会 電話03(403)6291
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日本環境変異原学会会則

第1条本会は日本環境変異原学会(TheEnvi-

ronmental Mutagen Society of 

Japan)と称する。

第2条本会は人間環境における突然変異原，と

くに公衆の健康に重大な関係を有する突

然変異原の研究を推進することを目的と

する。

第3条本会の会員は，正会員，学生会員および

賛助会員とする。正会員は本会の趣旨に

賛同し，環境変異原の研究に必要な知識

と経験を有し，定められた会費を納入し

た者とする。学生会員は，大学，または

大学院に在籍し，毎年所定の手続を経て，

定められた会費を納入した者とする。賛

助会員はこの学会の事業を後援し，定め

られた会費を納入した個人または法人と

する。

第4条本会に入会を希望するものは， 1名以上

の評議員の推せん書とともに所定の申込

書に記入の上，本会事務所に申込むもの

とする。

第5条 会員は毎年会費を納入しなければならな

い。次年度の年会費の額は評議員会にお

いて審議し総会において定める。

第6条本会はその目的を達成するために次の事

業を行う。

1.年1回大会を開催し，学術上の研究

成果の発表および知識の交換を行う。

2.奨励賞を設け，環境変異原の分野で

すぐれた研究を行い，将来の成果が期

待される研究者（原則として会員）に

授与する。

3. Mutation Research誌の特別巻を

特価で購入配付する。

4.国際環境変異原学会連合に加入し，

国際協力に必要な活動を行う。

5.その他本会の目的を達成するために

必要な活動を行う。

第7条本会に次のとおり役員および評議員を置

く。

会 長 1名庶務幹事 1名

会計幹事 1名 国際交流幹事 1名

編集幹事 1名会計監査 2名

および評議員若干名。

評議員は正会員の投票により選ぶ。

会長は評議員の互選によって定める。

庶務幹事，会計幹事，国際交流幹事，編

集幹事および会計監査は会長が委嘱する。

この他会長は必要な場合には会員の中よ

り若干名を指名し総会の承諾を得て，評

議員に加えることができる。

役員および評議員の任期は2年とする。

役員が同じ任務に引続いて就任する場合

には2期をもって限度とする。

第8条評議員会は会員を代表し，事業計画，経

費の収支，予算決算およびその他の重要

事項について審議する。

第9条本会は年1回総会を開く。

総会において会則の改廃制定，予算 ・決

算の承認その他評議員会において審議

した重要事項の承認を行う 。

第10条 本会の事務執行機関は会長および4名の

幹事をもって構成する。

会長は執行機関の長となり，また本会を

代表する。

第11条本会の事務は暦年による。

第12条本会に名誉会員をおく。

附記

1.本会則は乎成2年1月1日より施行する。

2.本会は事務所を

静岡県三島市谷田1,111番地に置く。

3.正会員，学生会員および賛助会員の会費

は，それぞれ年額5,CXX)円， 3,(XX)円およ

び1口20,CXX)円とする。

ただし， Muta tion Research誌の特別

巻の配付を希望するものは，会費の他に

別途定める購読料を本会へ前納するもの

とする。
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日本環境変異原学会平成2年～3年度役員名簿
日本環境変異原学会平成2年～3年度評議員名簿

（五十音順）

会長

庶務幹事

会計幹事

国際交流幹事

編集幹事

会 計

II. 

監査

賞等選考委員

編集委員

早津

祖父尼

渋

長

佐

高

加

大

長

土

祖父尼

菊

島

後

菊

林

谷

尾

藤

山

藤

西

尾

川

池

田

藤

川

彦

俊

哉

雄

徹

子

秋奈美

茂

昭

隆

克成

美奈子

清

俊

康

弘

純

清

雄

基

康

雄

見

真

乾

大

菊

菊

黒

黒

近

氏

西

川

池

木

田

藤

木

家

藤

谷

々佐

定

野

尼

盤
父

佐

渋

島

清

白

瀬

祖

常

長
雄

寛

子
奈美

企画 委員 大

菊

若

西

池

林

克

康

敬

成

基

西

林

早

松

松

山

吉

若

田

水

須

尾

岡

津

下

島

添

川

林

直

正

義

茂

弘

英

泰

悼

俊

名

道

基

夫

昭
志

克

清

康

登

行

宗

成

見

平

夫

人

秋

徹

康

佑

彦

真

哉

鶴

郎

康

衛
次

彦

秀

泰

邦

敬

所 属

日本たばこ産業鈴医薬研究所

徳島大学医学部

東京薬科大学

武田薬品工業蛉研究開発本部

東京大学医科学研究所

国立遺伝学研究所

近畿大学原子力研究所

京都大学放射線生物研究センクー

国立遺伝学研究所

富山県衛生研究所

勅食品薬品安全センクー秦野研究所

第一製薬約中央研究所

東京慈恵会医科大学

勅残留農薬研究所

国立遺伝学研究所

国立衛生試験所

福岡県衛生公害センター

国立がんセンクー研究所

同志社大学工学部

国立衛生試験所

岡山大学薬学部

国立公衆衛生院

東京大学医科学研究所

慶応義塾大学医学部

三菱化成工業総総合研究所

国立がんセンター研究所
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II I 

I I 

| l 

＇ I; 

フ リ ガナ

氏 名 R 

ローマ字つづり

生年月日，性別 年 月 日 男 女

（和）

所属機関

部局

（英）
職名

〒 電話 内線

（和）

所属機関

所在地
（英）

電話

会誌送付先 ① 所属機関 ② 自 宅

フ

A 子 巫子 部 学部 学 校名 卒業年次 年

--―-.  -

歴 大学院 課程 学 校名 修了年次 年

- •• - •一

A 子 位 取得年 年

- ----

研究領域 （下記にあてはまる項の2, 3を0で囲んでください）

1.変異原 2.検出系 3．毒 性 4.発生異常 5.汚 染

6.疫 邑子 7. 遺 伝 8. か ん 9.微生物 10. 高等動物

11.高等植物 12.食 品 13.気体 ・粉じん 14.医 薬品 15.農 薬

16.代 謝 17.分子機構 18.そ の 他 （ ） 

研 究 歴 （現在行っている研究の動向や興味の点について数行記入のこと）

--_こ--- - - ----疇- -• l -

加入学会名 （本学会以外の）

推薦者 （日本環境変異原学会評議員）

氏名（署名） R
 

入会申込者との関係（数行ご記入ください）

入会申込書の送付先：〒158東京都世田谷区上用賀 1-18-1

国立衛生試験所変異遺伝部 祖父尼俊雄
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